
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  １. 連結の範囲に関する事項 

        子会社１９社のうち名和産業㈱、玄海テック㈱、オリイメック㈱他１３社を連結の範囲に含めている。 

        その他の子会社３社は中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないので連結の範囲から除外している。 

    なお、平成１６年４月にオリイメック㈱（連結子会社、議決権比率１００％）の子会社オリイメック（タイ）社が

発足し、同社を当連結会計年度から連結の範囲に含めている。 

 

  ２．持分法の適用に関する事項 

        関連会社３社のうち函館どつく㈱、㈱伊万里鉄鋼センターについては持分法を適用している。 

        その他の非連結子会社３社及び関連会社１社は中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼさず、かつ全体としても重要 

        性がないため、持分法の適用から除外している。 

 

  ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

        名和産業㈱、玄海テック㈱、名村情報システム㈱、名村マリン㈱、ﾓｰﾆﾝｸﾞﾀﾞｲﾀﾞﾗｽﾅﾋﾞｹﾞｰｼｮﾝ社及びオリイメック㈱ 

（同社連結子会社７社含む）の中間決算日は６月３０日であり、中間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現

在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行って

いる。 

        なお、他２社については、中間連結決算日現在で実施した仮決算に基づく中間財務諸表を使用している。 

 

  ４．会計処理基準に関する事項 

        (１)  重要な資産の評価基準及び評価方法 

           (ア)有価証券 

                 満期保有目的の債券・・・償却原価法 

                 その他有価証券・・・・・時価のあるもの：中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

                                             (評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主と 

                                              して移動平均法により算定している) 

                                        時価のないもの：主として移動平均法による原価法 

           (イ)デリバティブ取引により生ずる債権及び債務・・・時価法 

           (ウ)たな卸資産・・・主として個別法による原価法 

        (２)  重要な減価償却資産の減価償却の方法 

           (ア)有形固定資産       定率法 

                                  (ただし、親会社及び国内連結会社については、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した

建物(建物附属設備を除く)については、定額法を採用している) 

なお、主な耐用年数は次のとおりである。 

                                        建 物 及 び 構 築 物              10 年～47 年 

                                        機械装置及び運搬具      5 年～13 年 

           (イ)無形固定資産       定額法 

                                  (ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能年数(5 年)

に基づく定額法を採用している) 

    (３) 重要な繰延資産の処理方法 

       新株発行費は支出時に全額費用として処理している。 

        (４)  重要な引当金の計上基準 

           (ア)貸倒引当金・・・・・・債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸 

                                     念債権等特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能見込 

                                     額を計上している。 

           (イ)船舶保証工事引当金・・新造船のアフターサービスに対する支出に備えるため、保証工事費見込額を実績 

                                     率に基づいて計上している。 

           (ウ)受注工事損失引当金・・当中間連結会計期間末手持受注工事のうち損失が確実視される工事の当下半期以 

                                     降に発生が見込まれる損失に備えるため、合理的な見積額を計上している。 

           (エ)退職給付引当金・・・・従業員の退職により支給する退職給付に備えるため、当連結会計年度末における 

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発 

生していると認められる額を計上している。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(14 

年)による定額法により、費用処理している。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 

(14 年)による定額法により翌連結会計年度から費用処理している。 
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           (オ)役員退職慰労引当金・・役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給規則に基づく当中間 

                                     連結会計期間末要支給額を計上している。 

           (カ)特別修繕引当金・・・・船舶の定期検査工事の支出に備えるため、当中間連結会計期間に負担すべき支出 

                                     見積額を計上している。 

        (５)  重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

              外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してい 

              る。 

              なお、在外子会社等の資産及び負債は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期 

              中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含めて 

              計上している。 

        (６)  重要なリース取引の処理方法 

              リース物件の所有権が借主に移転するものと認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 

              通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

        (７)  重要なヘッジ会計の処理方法 

           (ア)繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法 

               予定取引により将来発生する外貨建債権・債務に対する為替予約によるヘッジについては繰延ヘッジ会計 

               を適用している。 

               また、為替予約が付されている外貨建債権債務等については、振当処理を行い、ヘッジ会計の用件を満た 

               す金利スワップについては、特例処理を採用している。 

           (イ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

               ［ヘッジ手段］ 

                 デリバティブ取引 

                 (為替予約取引、通貨オプション取引および金利スワップ取引) 

               ［ヘッジ対象］ 

                 相場変動等によるリスクを保有しているもの 

                 (外貨建債権債務、変動金利借入) 

           (ウ)ヘッジ方針 

               デリバティブ取引取扱規程に基づき、為替、金利変動リスクをヘッジしている。 

           (エ)ヘッジ有効性評価の方法 

               ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロ 

               ー変動の累計とを比較して判断している。 

           (オ)その他 

               デリバティブ取引についての基本方針を定めた取扱規程を取締役会で決定している。取引の実行及び管理 

               は経営管理部が行っており、取引状況は、経営会議に報告している。 

        (８)  その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

              消費税等の会計処理は税抜方式を採用し、仮払消費税等と仮受消費税等を相殺して、差額分を流動資産の

「その他」に含めて表示している。 

 

  ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

        連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用している。 

 

  ６．連結調整勘定の償却に関する事項 

        連結調整勘定は、５年間で均等償却している。 

 

  ７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

        中間連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について中間連結会計期間中に確定した利益処分に基づいて作成し 

        ている。 

 

  ８．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

        中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及 

        び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動については僅少なリスクしか負わない取得日から 3 ヶ月以内に償還期 

        限の到来する短期投資からなっている。 
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（注記事項） 

［中間連結キャッシュ・フロー計算書関係］ 

    現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記されている科目の金額との関係 

（単位：百万円） 

 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

 （H16.9.30現在） （H15.9.30現在） （H16.3.31現在） 

  現金及び預金勘定 19,896 14,885 15,881 

  有価証券勘定 68 1,066 467 

計 19,964 15,952 16,349 

  預入期間が３ケ月を越える定期預金 △    448 △     55 △     42 

  株式及び償還期間が３ケ月を越える債権等 △     56 △    555 △    455 

  現金及び現金同等物 19,459 15,341 15,851 

 

 

①セグメント情報 

（１）事業の種類別セグメント情報 

    当中間連結会計期間（Ｈ１６．４．１～Ｈ１６．９．３０）                       （単位：百万円） 

消去又は 
 船  舶 鉄  構 機  械 そ の 他 計 

全  社 
連  結 

売上高及び営業損益        

売   上   高        

(１)外部顧客に対する         

売   上   高 23,261 2,428 4,948 2,624 33,262 － 33,262 

(２)セグメント間の内部        

売上高又は振替高  － － － 378 378 (   378 ) － 

計 23,261 2,428 4,948 3,002 33,640 (   378 ) 33,262 

営 業 費 用 23,139 2,462 4,585 2,751 32,938 391 33,330 

営 業 利 益 122 △    33 362 251 702 (   769 ) △    67 

（注）事業区分の決定方法 

   製品の製造方法、販売方法の類似性により区分している。 

 船   舶 新造船 

 鉄   構 橋梁、鉄鋼構造物、環境機器 

 機   械 プレス用自動化装置、精密ばね成形機 

 そ の 他 ソフトウエア開発、海運、卸売、設備工事 

 

 

    前中間連結会計期間（Ｈ１５．４．１～Ｈ１５．９．３０）                       （単位：百万円） 

消去又は 
 船  舶 鉄  構 機  械 そ の 他 計 

全  社 
連  結 

売上高及び営業損益        

売   上   高        

(１)外部顧客に対する         

売   上   高 23,745 1,319 3,867 2,095 31,028 － 31,028 

(２)セグメント間の内部        

売上高又は振替高  － － － 290 290 (    290 ) － 

計 23,745 1,319 3,867 2,386 31,319 (    290 ) 31,028 

営 業 費 用 23,074 1,527 3,823 2,258 30,683 453 31,137 

営 業 利 益 671 △   207 44 127 635 (    744 ) △   108 

（注）事業区分の決定方法 

   製品の製造方法、販売方法の類似性により区分している。 

 船   舶 新造船 

 鉄   構 橋梁、鉄鋼構造物、環境機器 

 機   械 プレス用自動化装置、精密ばね成形機 

 そ の 他 ソフトウエア開発、海運、卸売、設備工事 
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    前連結会計年度（Ｈ１５．４．１～Ｈ１６．３．３１）                         （単位：百万円） 

消去又は 
 船  舶 鉄  構 機  械 そ の 他 計 

全  社 
連  結 

売上高及び営業損益        

売   上   高        

(１)外部顧客に対する         

売   上   高 49,056 2,927 8,170 4,483 64,637 － 64,637 

(２)セグメント間の内部        

売上高又は振替高  － － － 862 862 △   862 － 

計 49,056 2,927 8,170 5,345 65,499 △   862 64,637 

営 業 費 用 51,990 3,241 8,101 4,933 68,268 606 68,874 

営 業 利 益 △ 2,934 △   314 68 412 △ 2,768 △ 1,469 △ 4,237 

（注）事業区分の決定方法 

   製品の製造方法、販売方法の類似性により区分している。 

 船   舶 新造船 

 鉄   構 橋梁、鉄鋼構造物、環境機器 

 機   械 プレス用自動化装置、精密ばね成形機 

 そ の 他 ソフトウエア開発、海運、卸売、設備工事 

 

 

（２）所在地別セグメント情報 

    本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略している。 

 

 

（３）海外売上高 

    当中間連結会計期間（Ｈ１６．４．１～Ｈ１６．９．３０）                      （単位：百万円） 

 中   米 欧   州 ア ジ ア そ の 他 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高  8,891 10,949 4,142 317 24,301 

Ⅱ 連 結 売 上 高      33,262 

Ⅲ 連結売上高に占める       

  海外売上高の割合（％） 26.7 32.9 12.5 1.0 73.1 

 

    前中間連結会計期間（Ｈ１５．４．１～Ｈ１５．９．３０）            （単位：百万円） 

 中   米 アフリカ そ の 他 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高  19,716 4,447 723 24,887 

Ⅱ 連 結 売 上 高     31,028 

Ⅲ 連結売上高に占める      

  海外売上高の割合（％） 63.6 14.3 2.3 80.2 

 

    前連結会計年度（Ｈ１５．４．１～Ｈ１６．３．３１）                        （単位：百万円） 

 中   米 欧   州 ア ジ ア そ の 他 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高  31,007 5,813 5,203 4,906 46,931 

Ⅱ 連 結 売 上 高      64,637 

Ⅲ 連結売上高に占める       

  海外売上高の割合（％） 48.0 9.0 8.0 7.6 72.6 
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②リース取引 

 １． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

  借手側 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 

  （単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円） 

  当中間連結会計期間 前連結会計年度 前中間連結会計期間 

  （H16.9.30 現在） （H16.3.31 現在） （H15.9.30 現在） 

  工 具 器 具 備 品 等 工 具 器 具 備 品 等 工 具 器 具 備 品 等

 取 得 価 額 相 当 額  215 188 184  

 減価償却累計額相当額  126 115 97  

 中間期末（期末）残高相当額 89 73 86  

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の中間期末（期末）残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定している。 

 

（２）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

  （単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円） 

  当中間連結会計期間 前連結会計年度 前中間連結会計期間 

  （H16.9.30 現在） （H16.3.31 現在） （H15.9.30 現在） 

 １   年   以   内 35 32 34  

 １     年     超 53 40 52  

 合           計 89 73 86  

   （注）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の中間期末（期末）残

高等に占める割合が低いため、支払利子払込み法により算定している。 

 

  （３）支払リース料及び減価償却費相当額 

  （単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円） 

  当中間連結会計期間 前連結会計年度 前中間連結会計期間 

  （H16.9.30 現在） （H16.3.31 現在） （H15.9.30 現在） 

 支 払 リ ー ス 料 18 35 18  

 減 価 償 却 費 相 当 額  18 35 18  

 

  （４）減価償却費相当額の算定方法 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

 

 

２．オペレーティング・リース取引 

  貸手側 

   未経過リース料 

  （単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円） 

  当中間連結会計期間 前連結会計年度 前中間連結会計期間 

  （H16.9.30 現在） （H16.3.31 現在） （H15.9.30 現在） 

 １   年   以   内 395 391 492  

 １     年     超 13 206 451  

 合           計 408 598 944  

 

 

 

― 連結 18 ―  



③有価証券 

 当中間連結会計期間末（Ｈ１６．９．３０現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

中間連結貸借対照表 
区       分 取 得 原 価 

計   上   額 
差    額 

（１）株     式 1,058 2,842 1,784 

（２）債     券    

国 債 ・ 地 方 債 等  － － － 

社 債 － － － 

そ の 他  － － － 

 （３）そ  の  他 1 1 △       0 

合     計 1,059 2,844 1,784 

 

 ２．時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

（単位：百万円） 

内       容 中間連結貸借対照表計上額  

 （１）満期保有目的の債券   

割 引 金 融 債 等 49  

 （２）その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 789  

Ｍ．   Ｍ．   Ｆ 1  

コマーシャルペーパー等 49  

小     計 840  

合     計 890  

 

 

前中間連結会計期間末（Ｈ１５．９．３０現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

中間連結貸借対照表 
区       分 取 得 原 価 

計   上   額 
差    額 

（１）株     式 847 2,137 1,289 

（２）債     券    

国 債 ・ 地 方 債 等  99 99 0 

社 債 0 1 0 

そ の 他  － － － 

 （３）そ  の  他 1 1 △      0 

合     計 950 2,239 1,289 

 

 ２．時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

（単位：百万円） 

内       容 中間連結貸借対照表計上額  

 （１）満期保有目的の債券   

割 引 金 融 債 等 49  

 （２）その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 801  

Ｍ．   Ｍ．   Ｆ 1  

コマーシャルペーパー等 1,015  

小     計 1,818  

合     計 1,868  
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前連結会計年度末（Ｈ１６．３．３１現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                                                                                    （単位 : 百万円） 

区               分 取   得   原   価 連結貸借対照表計上額 差        額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

    (１)株          式 783 2,530 1,747 

    (２)債          券    

              国 債 ・ 地 方 債 等 99 99 0 

              社                債 － － － 

              そ       の       他 － － － 

    (３)そ    の    他 0 0 0 

小               計 883 2,631 1,747 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

    (１)株          式 17 16 △      1 

    (２)債          券    

              国 債 ・ 地 方 債 等 － － － 

              社                債 － － － 

              そ       の       他 － － － 

    (３)そ    の    他 1 0 △      0 

小               計 18 16 △      2 

合               計 902 2,648 1,745 

 

 ２．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

（単位：百万円） 

内       容 連結貸借対照表計上額  

 （１）満期保有目的の債券   

割 引 金 融 債 等 49  

 （２）その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 779  

Ｍ．   Ｍ．   Ｆ 1  

Ｆ Ｆ Ｆ  －  

コマーシャルペーパー等 316  

小     計 1,097  

合     計 1,147  

 

 

④デリバティブ取引 

 

      該当事項はない。 

      なお、為替予約取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しているため、開示の対象から除いている。 
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５．生産、受注及び販売の状況 

（１）生産実績                                              （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 
部  門 

(H16.4.1 ～ H16.9.30) (H15.4.1 ～ H15.9.30) 
増     減 

(H15.4.1 ～ H16.3.31) 

  %  %  %  %

船  舶 24,582 75.3 22,682 76.4 1,899 8.4 47,426 76.4 

         

鉄  構 1,879 5.8 1,493 5.0 386 25.9 3,600 5.8 

         

機  械 3,945 12.1 3,450 11.6 494 14.3 6,938 11.2 

         

そ の 他 2,231 6.8 2,087 7.0 144 6.9 4,082 6.6 

         

合  計 32,639 100.0 29,714 100.0 2,925 9.8 62,048 100.0 

 

（２）受注状況 

   受注高                                               （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 
部  門 

(H16.4.1 ～ H16.9.30) (H15.4.1 ～ H15.9.30) 
増     減 

(H15.4.1 ～ H16.3.31) 

 7隻 % 15隻 %  % 37隻 %

船  舶 18,026 65.0 39,462 84.1 △ 21,435 △ 54.3 121,714 87.4 

         

鉄  構 1,268 4.6 1,098 2.3 170 15.5 4,299 3.1 

         

機  械 5,337 19.2 4,131 8.8 1,206 29.2 8,472 6.1 

         

そ の 他 3,094 11.2 2,264 4.8 830 36.7 4,725 3.4 

         

合  計 27,727 100.0 46,956 100.0 △ 19,228 △ 41.0 139,212 100.0 

 

   受注残高                                              （単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末 
部  門 

(H16.9.30現在) (H15.9.30現在) 
増     減 

(H16.3.31現在) 

 52隻 % 40隻 %  % 53隻 %

船  舶 177,577 96.1 125,871 95.6 51,705 41.1 182,812 96.0 

         

鉄  構 3,731 2.0 3,297 2.5 434 13.2 4,891 2.6 

         

機  械 2,629 1.4 2,201 1.7 428 19.4 2,240 1.2 

         

そ の 他 838 0.5 294 0.2 543 184.5 368 0.2 

         

合  計 184,777 100.0 131,665 100.0 53,112 40.3 190,313 100.0 

 

（３）販売実績                                              （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 
部  門 

(H16.4.1 ～ H16.9.30) (H15.4.1 ～ H15.9.30) 
増     減 

(H15.4.1 ～ H16.3.31) 

 8隻 % 7隻 %  % 16隻 %

船  舶 23,261 69.9 23,745 76.5 △    483 △  2.0 49,056 75.9 

         

鉄  構 2,428 7.3 1,319 4.3 1,109 84.1 2,927 4.5 

         

機  械 4,948 14.9 3,867 12.5 1,080 27.9 8,170 12.7 

         

そ の 他 2,624 7.9 2,095 6.7 528 25.2 4,483 6.9 

合  計 33,262 100.0 31,028 100.0 2,234 7.2 64,637 100.0 

(うち輸出) ( 24,301 )  ( 24,887 )    ( 46,931 )  
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